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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第25期
第２四半期
連結累計期間

第26期
第２四半期
連結累計期間

第25期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 117,461 460,958 289,842

経常利益又は経常損失（△） (千円) △95,870 216,439 △322,317

親会社株主に帰属する四半期純
利益又は親会社株主に帰属する
四半期（当期）純損失(△)

(千円) △98,715 245,968 △1,008,998

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △98,035 262,304 △983,742

純資産額 (千円) 1,065,240 2,320,193 1,292,423

総資産額 (千円) 1,333,418 2,672,554 1,508,955

１株当たり四半期純利益金額又
は１株当たり四半期（当期）純
損失金額(△)

(円) △6.90 6.56 △49.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.14 71.91 43.92

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △193,689 235,237 △122,759

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △212,722 △1,032,430 △987,323

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 392,818 954,983 1,382,582

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 63,835 514,045 356,255
 

　

回次
第25期
第２四半期
連結会計期間

第26期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又
は１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △6.90 △0.51

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第25期第２四半期連結累計期間及び第25期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在

株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため、記載しておりません。

４．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

第１四半期連結会計期間より、新たに設立したサンエステート株式会社および有限会社ラ・ベリータ社の株式

51.67％を取得したことにより、同社を連結の範囲に含めております。なお、第２四半期連結会計期間において、同

社株式を48.33％を追加取得しております。

また、これまで連結の範囲に含めておりました、北斗第18号投資事業有限責任組合は、組合存続期限満了に際

し、存続期限の延長を行わないことを決議いたしました。なお、残余財産である不動産は平成29年６月30日付で売

買契約を締結したことにより、重要性の観点から連結の範囲から除外しております。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

 なお、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況につきましては、次の通りであります。

 当社グループは、前連結会計年度まで継続して営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上して

おり、当第２四半期連結累計期間において、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したも

のの、経常的な収益計上を確立するには至っておらず、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しております。

 これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは、当該事象又は状況を改善・解消すべく、３「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」(8)「事業等のリスクに記載した重要事象についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善

するための対応策」に記載のとおり、安定した収益の確保、コスト削減、財務基盤の強化及び資金の確保等の対応策

を順次取り進めておりますが、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府・日本銀行の各種・経済・金融緩和政策を背景として、

雇用・所得環境の改善が続く中で、個人消費は総じてみれば持ち直しの動きが続いており、企業収益にも改善がみ

られ、緩やかながら景気の回復基調が続いております。先行きについては、ヨーロッパやアジア新興国等の地政学

リスクの影響を含む経済の先行き、米国の政策金利利上げを含めた今後の政治および経済の動向など、海外経済の

不確実性や金融資本市場の変動等の影響に留意する必要が依然高まっております。

海外投資の対象となるアジア地域の経済は、中国は、各種政策効果もあり、景気は持ち直しの動きがみられるも

のの、先行きについては、不動産価格や過剰債務問題を含む金融市場の動向等によっては、景気が下振れするリス

クがあります。韓国、台湾、インドネシア、タイでは、景気はこのところ持ち直しの動きがみられ、インドでは、

景気は内需を中心に緩やかに回復しています。

当社グループの主要投資対象である国内不動産市場においては、日本銀行の量的・質的金融緩和政策が継続する

金融環境の中で、不動産への投資需要は引き続き旺盛で、クリーンエネルギー事業におきましては、事業化が実施

可能な案件と困難な案件との選別が進み、すでに運転が開始されている太陽光発電所を含めた発電施設や権利等の

売買に関するセカンダリー市場が形成されつつあります。

 
このような市場環境の下、当社グループは、安定収益確保に向けて、上場以来の中核事業である不動産事業、東

南アジアを中心としたクリーンエネルギー事業への投資を進め、20年に渡る安定収益の獲得のため、第１四半期連

結会計期間に太陽光発電事業用地を保有する有限会社ラ・ベリータの株式51.67％を取得し、当第２四半期連結会

計期間に48.33％を追加取得しました。

 
これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は460百万円（前年同四半期比292.4％増）、営業利益は206

百万円（前年同四半期は91百万円の営業損失）、経常利益は216百万円（前年同四半期は95百万円の経常損失）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は245百万円（前年同四半期は98百万円の親会社株主に帰属する四半期純損

失）となりました。
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（投資事業）

投資事業につきましては、当期新設した不動産会社における不動産売上高、ゴルフ場売上等の結果により、投資

事業の売上高は238百万円（前年同四半期比103.9％増）、セグメント利益（営業利益）は7百万円（前年同四半期

は95百万円のセグメント損失（営業損失））となりました。

 

（アセットマネージメント事業）

アセットマネージメント事業につきましては、アセットマネージメント業務報酬、ファンドからの管理フィー等

を計上したこと等の結果により、アセットマネージメント事業の売上高は０百万円（前年同四半期比24.4％減）、

セグメント利益（営業利益）は０百万円（前年同四半期比19.7％減）となりました。

 

（その他の事業）

その他の事業につきましては、有限会社ラ・ベリータからのアドバイザリー業務報酬等の結果により、その他の

事業の売上高は236百万円（前年同四半期は０百万円）、セグメント利益（営業利益）は206百万円（前年同四半期

は０百万円のセグメント損失（営業損失））となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、1,163百万円増加し、

2,672百万円となりました。この主な要因は、不動産ファンドを連結の範囲から除外したことにより投資有価証券

が223百万円それぞれ減少したものの、現金及び預金が157百万円、太陽光発電用地を保有する会社の株式を取得し

たことにより、土地、のれんがそれぞれ、368百万円、744百万円増加したこと等によるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ、135百万円増加し、352百万円となりました。その主な要因は、

太陽光発電用地を保有する会社の株式を取得したことによる土地の時価評価による繰延税金負債が82百万円、未払

法人税等が89百万円増加したこと等によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、1,027百万円増加し、2,320百万円となりました。その主な要

因は、前期に発行した新株予約権の行使による資本金、資本剰余金の増加及び利益剰余金の増加により株主資本が

1,249百万円増加したものの、連結不動産ファンドの解散により非支配株主持分が209百万円減少したこと等による

ものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ、157百万円増加

し、514百万円となりました。この主な増減は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の営業活動により得られた資金は、235百万円（前年同四半期は193百万円の支出）と

なりました。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益が275百万円となったことに加え、売上債権の減少額が

765百万円となったものの仕入債務の減少額が640百万円、前渡金の増加額が153百万円となったこと等によるもの

であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の投資活動により支出した資金は、1,032百万円（前年同四半期は212百万円の支出）

となりました。この主な要因は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が989百万円となったこ

と、短期貸付金による支出が125百万円等となったこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の財務活動により得られた資金は、954百万円（前年同四半期は392百万円の収入）と

なりました。この主な要因は、第三者割当による新株予約権の行使による収入が963百万円となったこと等による

ものであります。
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(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 従業員の状況

① 連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、連結会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

② 提出会社の状況

当第２四半期累計期間において、提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績の著しい変動はありません。

 

(7) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。

 

(8) 事業等のリスクに記載した重要事象についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するため

の対応策

当社グループは、「１事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況が存在しております。

当社は、以下の４つの事業の収益貢献と運転資金の管理を行い、上記状況の早期脱却を図って参ります。

　

1.　不動産事業への出資

本取組は、基本的に不動産ファンドを組成して取得することを企図し、１本100百万円前後の規模の不動産ファ

ンドを組成し、ファンド組成に係る資金及び不動産取得及び開発に係る資金を、当該SPVの設立時の資本金及び設

立後のエクイティ出資金の一部等にて拠出し、残額分は当社の投資家ネットワークにおける投資家からの出資に

よる調達を予定しております。本取組による当社の収益として、流動化スキームのアレンジメント業務に対する

報酬、アセットマネジメント業務に対する報酬、配当及びファンドのエグジット時のキャピタルゲインを見込み

ます。また、エグジット後もアセットマネジメント業務を継続して請負うケースも想定できます。

　

2.　販売用不動産取得

本事業は、第１のスキームとして、１棟50百万円～100百万円程度の中古アパートメント等の小型物件を仕入

れ、コンバージョンした上で資産運用不動産として個人向けに売却いたします。

また、第２のスキームは、エンドユーザー向け収益不動産用地を取得し、新築アパートメントを建築後または建

築中に売却いたします。土地取得資金と建築費用の総額で100百万円程度を想定しております。

本事業スキームにおける期間は、１物件当たりの取得から売却までのサイトを１ヶ月～６ヶ月を想定しておりま

す。

　

3.　海外エネルギー関連事業における投資

引き続き、SGPE社を通じて、以下の３つの事業を中心に、東南アジアでのバイオマス原料の製造・販売やバイ

オマス発電事業等のエネルギー関連事業について、タイの証券会社や国内外の事業会社と協議を続けながら、現

地企業とのジョイントベンチャーにより行って参ります。

①　東南アジアにおけるバイオマス燃料の製造販売

②　東南アジアでのバイオマス燃料を使った発電事業

③　東南アジアでのPKS（油やし核殻）の製造販売

　

4.　国内エネルギー関連事業における投資

海外のエネルギー関連企業等が目を向けない、１MW程度の太陽光発電事業を中心に以下の２つの事業について

進めて参ります。

① 当社100％または第三者との共同による太陽光発電事業
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② 第三者の会社と共同で行う太陽光発電事業の転売事業

　

5.　運転資金（一般管理費、支払報酬等）

現在、当社では、安定した収益を見込める事業が確立されていないため、費用対効果を意識した効率の良い経

費の使用に努めております。

今後は、海外及び国内のエネルギー関連事業及びインバウンド向け宿泊関連事業並びに国内不動産事業の取組

を行い、成約させることで安定した事業収益が獲得できると考えており、また、上記の事業を推進するに当た

り、どの事業も相当数の案件について精査・取組・成約というような活動を行うため、管理部門も含めてどの事

業部門においても人員の増強は必要になってくることが想定されます。

一方で、海外及び国内におけるエネルギー関連事業、インバウンド向け宿泊関連事業は、投資から収益の実現

まで時間が掛かることから、常に収益の状況に見合う適正なランニングコストで運営して参ります。

 
しかしながら、上記のすべての事業が計画通り実現するとは限らないため、現時点においては、継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,941,244 44,941,244
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株であり
ます。

計 44,941,244 44,941,244 ― ―
 

　

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月30日～平
成29年６月30日

3,800,000 34,941,244 136,040 2,076,392 136,040 1,941,379

平成29年７月１日～平
成29年９月30日

10,000,000 44,941,244 358,000 2,434,392 358,000 2,299,379
 

（注)　第８回新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

OCEAN PACIFIC MANAGEMENT
PTE.LTD.（常任代理人　橘　祐
司）

1 FULLERTON ROAD #02-01 ONE FULLERTON
SINGAPORE 049213

2,800,000 6.23

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 2,702,600 6.01

前田　健司 兵庫県神戸市東灘区 1,358,900 3.02

TOYODAエコソリューション株式
会社

大阪市北区堂山町１－５ 1,000,000 2.22

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 881,100 1.96

松井証券株式会社 千代田区麹町１丁目４番地 825,300 1.83

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM
GCM CLIENT ACCTS M ILM FE（常
任代理人　株式会社三菱東京UFJ
銀行　頭取　三宅　兼承）

2 KING EDWARD STREET, LONDON EC1A 1HQ
UNITED KINGDOM

499,367 1.11

廣地　弘昭 横浜市鶴見区 420,200 0.93

柳生　雄寛 兵庫県神戸市灘区 419,000 0.93

向竹　史恵 堺市北区 408,000 0.90

計 ― 11,314,367 25.17
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 44,940,100  
権利内容に何ら制限のな
い当社における標準とな
る株式

単元未満株式 普通株式      1,144 ―
１単元（100株）未満の
株式

発行済株式総数 44,941,244 ― ―

総株主の議決権 ―  ―
 

 

② 【自己株式等】

　　　該当事項はありません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人アリアによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 356,255 514,045

  売掛金（純額） 43,217 7,248

  商品 2,309 1,839

  貯蔵品 2,864 5,183

  短期貸付金 112,886 94,431

  前渡金 - 153,000

  その他 ※１  8,493 ※１  21,662

  流動資産合計 526,024 797,411

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 117,359 79,338

   土地 47,405 415,887

   その他（純額） 80,265 115,989

   有形固定資産合計 245,029 611,216

  無形固定資産   

   のれん - 744,371

   その他 142 142

   無形固定資産合計 142 744,513

  投資その他の資産   

   投資有価証券 715,055 491,823

   その他 ※１  22,703 ※１  27,590

   投資その他の資産合計 737,758 519,413

  固定資産合計 982,931 1,875,143

 資産合計 1,508,955 2,672,554

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,094 2,366

  短期借入金 6,415 6,415

  1年内返済予定の長期借入金 16,584 16,584

  未払法人税等 2,559 92,342

  その他 103,134 73,363

  流動負債合計 130,788 191,070

 固定負債   

  長期借入金 79,383 71,366

  繰延税金負債 - 82,594

  その他 6,359 7,329

  固定負債合計 85,742 161,289

 負債合計 216,531 352,360
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,940,352 2,434,392

  資本剰余金 1,805,339 2,299,379

  利益剰余金 △3,109,973 △2,848,074

  株主資本合計 635,718 1,885,697

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 27,010 36,058

  その他の包括利益累計額 27,010 36,058

 新株予約権 22,080 -

 非支配株主持分 607,614 398,437

 純資産合計 1,292,423 2,320,193

負債純資産合計 1,508,955 2,672,554
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 117,461 460,958

売上原価 13,525 11,531

売上総利益 103,936 449,426

販売費及び一般管理費 ※１  195,861 ※１  242,670

営業利益又は営業損失（△） △91,925 206,755

営業外収益   

 受取利息 262 7,767

 為替差益 - 2,009

 貸倒引当金戻入額 554 -

 その他 3,367 4,322

 営業外収益合計 4,183 14,099

営業外費用   

 支払利息 1,445 1,361

 支払手数料 6,500 3,001

 その他 183 52

 営業外費用合計 8,128 4,415

経常利益又は経常損失（△） △95,870 216,439

特別利益   

 偶発損失引当金戻入額 - 50,000

 関係会社清算益 - 9,841

 新株予約権戻入益 570 -

 特別利益合計 570 59,841

特別損失   

 固定資産除却損 - 797

 特別損失合計 - 797

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△95,300 275,483

法人税等 2,735 22,226

四半期純利益又は四半期純損失（△） △98,035 253,256

非支配株主に帰属する四半期純利益 680 7,288

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△98,715 245,968
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △98,035 253,256

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 - 9,048

 その他の包括利益合計 - 9,048

四半期包括利益 △98,035 262,304

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △98,715 255,016

 非支配株主に係る四半期包括利益 680 7,288
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△95,300 275,483

 減価償却費 8,083 5,444

 のれん償却額 - 9,422

 長期前払費用償却額 20 442

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,623 2,468

 偶発損失引当金戻入額 - △50,000

 子会社清算損益（△は益） - △9,841

 受取利息及び受取配当金 △262 △7,767

 貸倒引当金戻入益 △554 -

 為替差損益（△は益） - △2,009

 受取手数料 △2,065 -

 支払利息 1,445 1,203

 支払手数料 6,500 3,001

 支払保証料 138 -

 新株予約権戻入益 △570 -

 売上債権の増減額（△は増加） △251 765,468

 仕入債務の増減額（△は減少） 721 △640,928

 たな卸資産の増減額（△は増加） △3,392 △1,850

 前渡金の増減額（△は増加） - △153,000

 未収消費税等の増減額（△は増加） △4,349 -

 差入保証金の増減額（△は増加） △4,908 -

 その他の資産の増減額（△は増加） - 4,698

 その他の負債の増減額（△は減少） - 37,402

 その他 △100,304 347

 小計 △191,425 239,983

 利息及び配当金の受取額 262 131

 受取手数料の受取額 2,065 -

 利息の支払額 △1,445 △1,346

 法人税等の支払額 △3,146 △3,533

 営業活動によるキャッシュ・フロー △193,689 235,237

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △30,000 △35,843

 有価証券の償還による収入 75,000 -

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- △989,298

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

- 57,498

 有形固定資産の取得による支出 △5,144 △4,269

 投資有価証券の取得による支出 △200,736 -

 敷金及び保証金の支払いによる支出 △1,900 -

 短期貸付けによる支出 △50,000 △125,516

 短期貸付金の回収による収入 - 65,000

 長期貸付金の回収による収入 1,109 -

 その他 △1,051 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △212,722 △1,032,430
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 85,000 -

 長期借入金の返済による支出 △8,292 △8,017

 リース債務の返済による支出 △3,990 -

 株式の発行による収入 326,600 963,000

 株式の発行による支出 △6,500 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー 392,818 954,983

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,594 157,789

現金及び現金同等物の期首残高 77,429 356,255

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  63,835 ※１  514,045
 

 

EDINET提出書類

燦キャピタルマネージメント株式会社(E03745)

四半期報告書

16/27



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　当社グループは、前連結会計年度まで継続して営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上して

おり、当第２四半期連結累計期間において、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したも

のの、経常的な収益計上を確立するには至っておらず、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しております。

当社は、以下の４つの事業の収益貢献と運転資金の管理を行い、上記状況の早期脱却を図って参ります。

　

（1）不動産事業への出資

本取組は、基本的に不動産ファンドを組成して取得することを企図し、１本100百万円前後の規模の不動産ファン

ドを組成し、ファンド組成に係る資金及び不動産取得及び開発に係る資金を、当該SPVの設立時の資本金及び設立後

のエクイティ出資金の一部等にて拠出し、残額分は当社の投資家ネットワークにおける投資家からの出資による調

達を予定しております。

本取組による当社の収益として、流動化スキームのアレンジメント業務に対する報酬、アセットマネジメント業務

に対する報酬、配当及びファンドのエグジット時のキャピタルゲインを見込みます。

また、エグジット後もアセットマネジメント業務を継続して請負うケースも想定できます。

　

（2）販売用不動産取得

本事業は、第１のスキームとして、１棟50百万円～100百万円程度の中古アパートメント等の小型物件を仕入れ、

コンバージョンした上で資産運用不動産として個人向けに売却いたします。

また、第２のスキームは、エンドユーザー向け収益不動産用地を取得し、新築アパートメントを建築後または建築

中に売却いたします。

土地取得資金と建築費用の総額で100百万円程度を想定しております。

本事業スキームにおける期間は、１物件当たりの取得から売却までのサイトを１ヶ月～６ヶ月を想定しておりま

す。

　

（3）海外エネルギー関連事業における投資

引き続き、SGPE社を通じて、以下の３つの事業を中心に、東南アジアでのバイオマス原料の製造・販売やバイオ

マス発電事業等のエネルギー関連事業について、タイの証券会社や国内外の事業会社と協議を続けながら、現地企

業とのジョイントベンチャーにより行って参ります。

1.　東南アジアにおけるバイオマス燃料の製造販売

2.　東南アジアでのバイオマス燃料を使った発電事業

3.　東南アジアでのPKS（油やし核殻）の製造販売

　

（4）国内エネルギー関連事業における投資

海外のエネルギー関連企業等が目を向けない、１MW程度の太陽光発電事業を中心に以下の２つの事業について進

めて参ります。

1. 当社100％または第三者との共同による太陽光発電事業

2. 第三者の会社と共同で行う太陽光発電事業の転売事業

　

（5）運転資金（一般管理費、支払報酬等）

現在、当社では、安定した収益を見込める事業が確立されていないため、費用対効果を意識した効率の良い経費

の使用に努めております。

今後は、海外及び国内のエネルギー関連事業及びインバウンド向け宿泊関連事業並びに国内不動産事業の取組を

行い、成約させることで安定した事業収益が獲得できると考えており、また、上記の事業を推進するに当たり、ど

の事業も相当数の案件について精査・取組・成約というような活動を行うため、管理部門も含めてどの事業部門に

おいても人員の増強は必要になってくることが想定されます。

一方で、海外及び国内におけるエネルギー関連事業、インバウンド向け宿泊関連事業は、投資から収益の実現ま

で時間が掛かることから、常に収益の状況に見合う適正なランニングコストで運営して参ります。

　

しかしながら、上記のすべての事業が計画通り実現するとは限らないため、現時点においては、継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間より、新たに設立したサンエステート株式会社および有限会社ラ・ベリータ社の株式

を51.67％取得したことにより、同社を連結の範囲に含めております。なお、当第２四半期連結会計期間におい

て、同社株式を48.33％を追加取得しております。

また、これまで連結の範囲に含めておりました、北斗第18号投資事業有限責任組合は、組合存続期限満了に際

し、存続期限の延長を行わないことを決議いたしました。なお、残余財産である不動産は平成29年６月30日付で売

買契約を締結したことにより、重要性の観点から連結の範囲から除外しております。
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(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。　

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

流動資産 △66,864千円 △73,418千円

投資その他の資産 △72,998千円 △72,998千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

給料手当 27,366千円 27,382千円

貸倒引当金繰入額 △3,623千円 ―千円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 63,835千円 514,045千円

現金及び現金同等物 63,835千円 514,045千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当第２四半期連結累計期間において、平成28年５月13日に発行決議した第三者割当による新株式の払込に伴い資

本金及び資本準備金が110,250千円増加しております。また、同じく発行決議された新株予約権の行使に伴い、資本

金及び資本準備金が53,050千円増加しております。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が1,395,292千円、資本準備金が1,260,279千円と

なっております。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

 当第２四半期連結累計期間において、前期において発行した新株予約権の行使に伴い、資本金及び資本準備金が

それぞれ494,040千円増加しております。

 これらの結果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が2,434,392千円、資本準備金が2,299,379千円と

なっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
(注1)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注2)

投資事業
アセット

マネージメント
事業

その他の事業 計

　売上高       

外部顧客への売上高 116,801 660 ― 117,461 ― 117,461

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― 120 300 420 △420 ―

計 116,800 780 300 117,881 △420 117,461

セグメント利益又は損
失(△)

△95,418 660 △600 △95,358 3,433 △91,925
 

(注) １ セグメント利益又は損失の調整額3,433千円は、セグメント間取引消去額であります。

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
(注1)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注2)

投資事業
アセット

マネージメント
事業

その他の事業 計

　売上高       

外部顧客への売上高 238,175 530 222,552 460,958 - 460,958

セグメント間の内部売
上高又は振替高

- 60 14,700 14,760 △14,760 -

計 238,175 590 236,952 475,718 △14,760 460,958

セグメント利益又は損
失(△)

7,264 530 206,052 213,846 △7,091 206,755
 

(注) １ セグメント利益の調整額7,091千円は、セグメント間取引消去額であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

投資事業セグメントにおいて、有限会社ラ・ベリータの株式100.00％を取得いたしました。なお、当該事象に

よるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間においては744,371千円であります。
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(金融商品関係)

企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはありません。　

 

(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

（1）取引の概要

①　結合当事企業の名称及び事業の内容

結合当事企業の名称 有限会社ラ・ベリータ

事業の内容 太陽光発電その他投資事業
 

②　企業結合日

平成29年９月30日

④　企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

⑤　結合後企業の名称

変更ありません。

⑥　その他取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は49％であり、当該取引により有限会社ラ・ベリータを当社の完全子会社と

いたしました。当該追加取得は同社が発電事業者との地上権設定契約に基づき、20年間で獲得する総額10億円

を超える事業収入すべてを、当社グループの収益として取込むことを企図したものであります。

 
（2）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

なお、本取引については第１四半期連結会計年度の当事企業の株式取得と一体の取引として取扱い、支配獲

得後に追加取得した持分に係るのれんについては、支配獲得時にのれんが計上されたものとして、追加取得時

までののれんの償却相当額を追加取得時に一括して費用として計上しております。

 
（3）子会社株式の追加取得に関する事項

取得の対価 現金 671,534千円

取得原価  671,534千円
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

（1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半
期純損失金額(△)

△6円90銭  6円56銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社株
主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△98,715 245,968

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
損失金額(△)(千円)

△98,715 245,968

 普通株式の期中平均株式数(株) 14,313,375 37,512,282
 

（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月14日

燦キャピタルマネージメント株式会社

取締役会  御中

 

監　査　法　人　ア　リ　ア
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　茂　木　秀　俊　　印

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　中　康　之　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている燦キャピタル

マネージメント株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成29年７月１日から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。　

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、燦キャピタルマネージメント株式会社及び連結子会社の平成29年

９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されている通り、会社グループは、前連結会計年度まで継続して営業損失、経常

損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間においては、営業利益、経常利

益、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したものの、経常的な収益計上を確立するには至っておらず、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。

四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表

には反映されていない。

当該事項は当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

EDINET提出書類

燦キャピタルマネージメント株式会社(E03745)

四半期報告書

26/27



 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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